
 
 

 

気候変動による主な影響と影響を与える気候要因 赤：現在影響が現れている事象、青：将来予測される事象（全国的な影響）、緑：将来予測される事象（滋賀県固有の影響）       作成：（一財）日本気象協会 

分

野 
大項目 小項目 

気候変動による主な影響 

（現在・将来） 
影響を与えると想定される気候要因 

  

水稲 

【現在】 

特に登熟期の気温上昇、日照時間の減少および降水量の減少により、胴割粒・白未熟粒の増加（一
等米比率の低下）。 滋賀県産米の１等米比率は 1997 年以降低迷してきている。 

【将来・全国的な影響】 

収量の増減（気温上昇が 3℃を超える場合は減収）、外観品質や食味の低下 [1]。 
土壌中の有機物分解速度の変化による生育への影響や病害虫の発生 [1]。 

必要水量の変動 [1]。 

全国的に 2061～2080 年頃までは全体として増収傾向だが、21 世紀末までには減収に転じ、高
温リスクを受けやすいコメの割合も増加する。高温リスクを受けにくいコメの収量の変化は、北日

本や中部以西の中山間地等、その収量の増加する地域と、関東・北陸以西の平野部等、収量が減少

する地域の偏りが大きくなる [2]。 
整粒率（未熟米、割米等を除いた、整った米粒の割合）が高温・高二酸化炭素濃度によって低下

する [2; 3]。 

3℃程度の気温上昇までは全国平均のコメ収量は現在と同程度かやや増加。それ以上になると北
海道・東北地域を除いて減少する。収量の年々変動は全ての地域で気温上昇とともに増大する傾向。

適応策の検討結果から、北・東日本では移植日の移動、西・南日本では高温体制品種の導入が最も

効果的であると示唆されている [4]。 
水利用の観点からは、夏季の降水量の大幅な減少に伴いかんがいに必要な水量が増加；水ストレ

スの増加に伴う気孔開度の低下から葉面からの蒸散量が減少する一方で、CO2 濃度の増加に伴い光

合成が促進され、水生産性が増加し、結果的に熱・水ストレスによる減収効果を増収効果が上回る；
移植日を現在より約 1 か月ほど早めると収量を維持しながら水資源を有効に利用することができ

る、との報告がある [5]。 

出穂期間後 10～30 日までの平均最低気温が 1℃上昇することで一等米比率は 3.57％低下し、

同期間の日射量が１Mj 増加することにより 2.59％増加 [6]。 
 出穂後約 20 日間の平均気温が 26～27℃以上で白未熟粒の発生割合が増加し、出穂後 10 日

間の最高気温が 32℃以上で胴割粒の発生割合が増加する [7]。 

 3℃程度の気温上昇までは全国平均のコメ収量は現在と同程度かやや増加。それ以上になると
北海道・東北地域を除いて減少する [4]。 

 「春は昇温し夏は昇温しない」条件(特に北日本で重要)では 1℃の昇温で冷害強度が 16％増

加する、との報告がある [8]。 
 登熟温度（出穂後 20 日間の平均気温）28℃以下では窒素施肥量の増加で背白米の減少傾向が

みられたが、28℃を超える条件下では窒素施肥量の増加による背白米発生軽減効果が小さく、高

温登熟性の強い品種の導入と品種に応じた適正施肥量の検討が必要となる [9] 

野菜 

【現在】 
収量・品質の低下。 

病害虫の増加、周年化、発生時期の前倒し・遅延等の発生。 

［トマト］着果不良、裂果、裂皮、尻腐症の発生。可販果率の低下。 
［イチゴ］花芽分化の遅れによる収穫時期の遅延、成熟期間の短縮による小玉化。 

［軟弱野菜（ホウレンソウ等）］発芽不良、生育不良。 

［秋冬野菜（土地利用型野菜）］収穫率の低下、収穫の早期化、不安定化 
【将来・全国的な影響】 

栽培期間の短縮や収量の低下。計画的な出荷が困難になる可能性。 

生育障害の多発、育苗の不安定化、病害虫の増加。 
露地栽培野菜の収穫早期化・生育障害の発生。 

 

果樹 

【現在】 

病害虫の増加による収量の低下や生理障害の発生による品質の低下。 

樹体の日焼けによる障害の発生や枯死。 
具体例： 

・ブドウの着果不良や遅延。 

・カキの着色遅延。 
・ナシ、モモの花腐れやみつ症といった果肉障害の発生。 

【将来・全国的な影響】 

ブドウ・カキの着色不良の深刻化。 
ナシ・モモの果肉障害の発生増加。 

生育前進による春先の凍霜害の増加。 

休眠不足による発芽不良・遅延。 
栽培適地の北上による主要産地の移動（うんしゅうみかん、りんご、ぶどう、もも、おうとう等）。 

着色遅延と不良の蔓延化。 

うんしゅうみかんの栽培に有利な年平均気温は 15～18℃である [2]。 

 リンゴの栽培に有利な年平均気温は 6～14℃である [10]。 

 オウトウの主要品種の開花直前の花を 22～31℃の温度で処理したところ、全ての品種で温度
が高いほど健全な胚珠の割合が低下する [15]。 
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カンキツの浮皮、リンゴの着色不良。 

ブドウ・モモ・オウトウの生育障害。 

 うんしゅうみかん及びリンゴの栽培適地は温暖化により北上する。うんしゅうみかんでは、2060
年代には現在の主力産地の多くが現在よりも栽培しにくい気候となる一方で、西南暖地（九州南部

の比較的温暖な地域）の内陸部、日本海及び南東北の沿岸部等、現在栽培に不向きな地域で栽培が

可能になることが予測されている。リンゴでは、2060 年代には東北中部の平野部まで現在よりも
栽培しにくくなる一方、北海道はほとんどの地域で栽培しやすくなる可能性がある [2; 10]。 

 将来（2080～2099 年）のうんしゅうみかんの栽培適地は、いずれのシナリオでも北上し、沿岸

部から内陸部に移動する傾向がみられ、現在に比べて将来は栽培適地の面積は大きくなる。また、
現在の適地の中で将来も適地のままとなる地域は RCP2.６では 9 割以上なのに対して、RCP8.5 の

場合はほとんどなくなる（特に紀伊 半島、四国、九州をはじめとした現在の主産地での栽培適地

が大きく減少する） [11]。 
 亜熱帯性柑橘であるたんかんの栽培適地は北上し、現在の温州みかん産地のうちの沿岸部が

2050 年までにたんかん生産の適地になるとの予測がある [2; 12)。また、2080～2099 年にはい

ずれのシナリオでもたんかんの栽培適地は北上し、沿岸部から内陸部に移動する傾向となり、現在
に比べて将来は栽培適地の面積は大きくなり（RCP2.6：現状の 1.7 倍程度、RCP8.5： 現状の 10

倍以上）、RCP4.5、6.0、8.5 では関東地方や中部地方まで栽培適地が広がると示唆されている 

[11]。 
 ブドウ、モモ、オウトウなどの加温開始時期の遅れや、夏季の高温障害の発生が予想される [13]。 

発育速度モデルを将来の高温環境に適用すると、ブドウでは生育の前進化が顕著であるが、モモ

では生育ステージに大きな変化はないと推定される [14]。 

麦・大豆・飼料 
作物等 

【現在】 

［麦］暖冬による生育の早まりや、凍霜害、黒節病等の発生の助長。 

［大豆］集中豪雨による発芽不良、開花期～成熟期の高温・干ばつによる減収、品質低下や成熟不
整合（青立ち）の発生。 

［黒大豆］裂皮の発生、9 月の高温による登熟障害。 

［トウモロコシ］バイオエタノールの需要増加による国際価格の高騰、家畜の配合飼料価格の上昇。 
［飼料用米・稲発酵粗飼料］保管中の高温による品質・嗜好性の低下、それに伴う廃棄率の増加傾

向。 

【将来・全国的な影響】 
病害虫・雑草の増加。 

［麦］凍霜障害や黒節病等の増加。登熟期間の短縮による減収・品質低下。生育の更なる早期化、

病害虫・雑草の増加。 
［大豆］減収や品質低下。 

［飼料用米・稲発酵粗飼料］廃棄率の増加（飼料の自給率の低下）。 

小麦の生育期間短縮。 
暖地品種の産地化(ダイシモチ)。 

 牧草の乾物生産量を日本全国でみると、100 年後に寒地型牧草で 1.4 倍、暖地型牧草で 4.6 倍、

両者を合わせた牧草全体では 1.5 倍に増加する [16]。  

 

畜産 

【現在】 
夏季の飼育環境の悪化や生産性の低下。 

［牛］受胎率の低下、生乳生産量の減少、乳房炎の発症増加、生産頭数低下。 

［豚］採食量の低下、出荷体重の低下、熱射病の発生。 
［鶏］採食量の低下、産卵率の低下、熱射病の発生。 

【将来・全国的な影響】 

熱ストレスによる家畜、家禽の生産性の低下の深刻化。 
［牛］吸血昆虫の北上と生存期間の延長による疾病の発生。 

 年代の経過とともに鶏肉の 7～9 月の産肉量が低下すると予測されており、特に西日本において

鶏肉（ブロイラー）の産肉量に関して、環境制御室内での実験では、23℃における産肉量と比
べて 5％及び 15％低下する気温はそれぞれ 27.2℃及び 30.0℃であった [17]。 

 肥育豚の飼養成績に気温上昇がもたらす影響として、環境制御室内での実験では 23℃時の日

増体重に対し５％、15％、30％低下するときの気温はそれぞれ 24.5℃、27.3℃、30.4℃で、
日飼料摂取量に対してはそれぞれ 25.9℃、30.3℃、33.8℃であった [18]。 

 育成雌牛の増体量が気温20℃の時よりも5％及び15％低下する平均気温はそれぞれ26.4℃及

日 28.8℃(相対湿度 60％の場合)と試算されている [19]。 
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産肉量が比較的大幅に低下する地域の拡大が懸念されている。現在は産肉量の低下する気温ではな

い東北地方でも年代の経過とともに産肉量の低下する地域が出現する可能性が示されている 

[17]。 
 養豚生産に関しては、年代の経過と共に日増体重の低下する地域が広がり、低下の程度も、関東

以西では 15～30％とより厳しくなることが予測されている（8 月については西日本の沿岸部を中

心にすでにその低下が認められている） [18]。 
育成雌牛の夏季増体量は、温暖化の影響を受け低下する地域が拡大する。その低下量は地域によ

って異なり、湿度の変動によっても大きく変わることが示されている [19]。 

病害虫・雑草 

【現在】 
［茶］病害虫の発生時期の早まりやパターンの変化により防除適期を逃し、病害虫被害が増加。 

滋賀県内でもミナミアオカメムシ（イネ科の害虫で大豆や野菜類も好む）を確認。 

【将来・全国的な影響】 
［水田］寄生性天敵、一部の捕食者、害虫の年間世代数が増加し、その構成が変化。イネ紋枯病やイ

ネいもち病等の発生増加。 

［野菜・果樹・茶］チョウ目やカメムシ類の害虫の越冬可能地域の北上・拡大、年間世代数の増加に
よる被害増大の可能性。 

一部の雑草の定着可能域の拡大・北上による農作物の生育阻害、病害虫の宿主となる等の影響。 

病害虫害による森林の荒廃。 
ミナミアオカメムシの分布域拡大。 

  2060 年代におけるイネ縞葉枯病の発生の危険地帯を判定した結果，北海道は危険地帯から外れ

る一方で，東北，北陸地方では潜在的な危険性が増加すると予想された。このため，これらの地域
ではイネの移植時期を変更するなどの対策が必要になる可能性がある（ただし，この結果が示すの

はヒメトビウンカの個体数が十分に多い場合の予測であり，その意味であくまでも潜在的な危険地

帯である） (20)。  
 2031～2050 年平均で、ニカメイガとツマグロヨコバイの存在量は全国的に増加すると予測さ

れ、ヒメトビウンカは特に日本海側で増大すると予測されている (21; 2]。 

一部の種類の雑草について、気温の上昇により定着可能域の拡大や北上の可能性が指摘されてい
る [2]。 

気温・降水量の変化によりトウモロコシの害虫のフタテンチビヨコバイの生息域が拡大し、ワラビ

ー萎縮症（フタテンチビヨコバイがトウモロコシの葉を吸汁することで葉の成長が抑制され、節間
が著しく萎縮することで、草丈の伸長が抑制される生育障害）の被害域が拡大する可能性が示され

ている。さらに、ワラビー萎縮症への耐性をもつトウモロコシであっても、フタテンチビヨコバイ

が多いと被害は出てくることから、そのよう な耐性をもつトウモロコシの有用性も、2060 年代に
は九州、四国、本州南西部で低減する可能性が示されている [2]。 

 

農業生産基盤 

【将来・全国的な影響】 

排水施設の能力不足による浸水被害；土壌侵食の増大による農業用ダム等での堆砂増大、土砂災

害の増大；水不足、洪水による農地被害 [1]。 
 年間の水資源賦存量は、年降水量と蒸発散量がともに増大するため、全国的には大きな変動傾向

は見られないが、農業用水の需要が大きい 4～5 月ではほとんどの地域で減少する傾向にあり、地

域的、時間的偏りへの対応が必要になると推測される（A2 シナリオを 
を使用） [22]。また、積雪メッシュデータの現在と将来（2081～2100 年）の比較（A2 シナリ

オを使用）から、日本全国で積雪メッシュ数が 50％減少するとされており、融雪の早期化や融雪

水の減少により、ダム流域の融雪流入量が減少し、農業用水に大きな影響を与える可能性があると
されている [23]。加えて、代かき期など水の需要期に河川流量が減少し、従来の水利用パターン

とのミスマッチが発生するとの報告 [24]や、気温上昇により融雪流出量が減少し、頭首工におけ

る取水に影響を与えるとの報告 [25]がある。 
 将来的に豪雨規模は増大する傾向にあり、堤防護岸相当の降雨強度の発生確率が、現状の 29 年

確率（中央集中型）から 8 年確率相当に変化するとの予測もある [26]。このような降雨強度の増
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加による洪水の農業生産基盤への影響については、豪雨の増加と排水の解析とを踏まえた予測にお

いて、低標高の水田で湛水時間が長くなることで、農地被害のリスクが増加するとされている [27; 

28; 29]。 
 気候変動に関して、水田稲作等への被害として捉えるだけでなく、水田の貯留機能を流域の洪水

被害の緩和策として評価している例もある [30; 31] 

 その他 

【現在】 
［茶］収穫適期の短縮、春先の霜害、夏季の干ばつ、病害虫の発生による収量・品質の低下。一番

茶の減収。 

［花き］病害虫による収量・品質の低下、開花遅延・開花前進。 
［バラ］新芽の生育不良による品質低下、切花本数の減少。 

［キク］奇形花の多発、草丈の伸長の鈍化。 

【将来・滋賀県固有】 
［茶］一番茶の萌芽のさらなる早期化、霜害の発生頻度の増加、夏季の極端な干ばつに伴う葉枯れ

や枝枯れの発生、高温期に発生する輪斑病の多発 [32]。 

［花き］生育障害や生育不良の増加。小菊の計画的な出荷が困難になる [32]。 

 

林業 

木材総生産 
（人工林等） 

【将来・全国的な影響】 
主要な林業害虫であるトドマツオオアブラムシ、ヤツバキクイムシ、スギカミキリ、ムラサキア

ツバの年間世代数や発生回数の増加等による被害拡大、キオビエダシャクの越冬可能域の拡大、林

業病害である南根腐病の分布拡大が予測されている（その他の要因との関連性も指摘されており慎
重な検証が必要） [2; 33]。 

【将来・滋賀県固有】 

滋賀県に関するトドマツオオアブラムシ及びヤツバキクイムシの拡大に関する予測は見あたら
なかった。滋賀県内のスギカミキリムシの１世代に必要な年数は現状の１年のまま変わらず、ムラ

サキアツバの年間羽化回数は現状では滋賀県の一部の地域でのみ４回（そのほかの地域では 3 回）

なのに対し、21 世紀末には滋賀県全域で４回になる；キオビエダシャクの越冬可能域は 21 世紀末
までには県内全域に広がる；南根腐病の分布は 21 世紀末までに鹿児島県南部まで拡大する（滋賀

県には拡大しない）、と予測されている [33]。 

【将来・全国的な影響】 
スギ人工林について、気温が現在より 3℃上昇すると蒸散量が増加し、特に降水量の少ない地域

で脆弱性が増加する可能性があることが指摘されている (34)。SRES A2 に基づいた 2081～2100

年の蒸散降水比の分布は、地域により上昇や下降がみられ、関東地方では概して蒸散降水比が上昇
し、スギの衰退が懸念されている [35]。ただし、これらの研究については大気 CO2 濃度の上昇が

考慮されていないため、温暖化・乾燥化によるスギの衰退についての正確な予測のためには今後さ

らなる研究が必要とされる [36]。 
日本のスギ人工林の炭素蓄積量及び炭素吸収量が低下すると予測されている（現状と同じ林業活

動で A1B シナリオを仮定した場合） [37]。ただし、大気 CO2 濃度の上昇が考慮されておらず、ま

た、利用されている林分成長モデルに改善すべき点が残っているため、温暖化によるスギ人工林の
生産量の正確な予測には更なる研究が必要とされる [36]。 

その他、ヒノキの苗木について、気温の上昇によるバイオマス成長量の増加は明らかではないと

の研究事例や [38]、マツ枯れ危険域が拡大するとの研究事例 [39]、ヤツバキクイムシの世代数増
加によりトウヒ類の枯損被害が増加するとの研究事例 [40]がある。ただし、いずれの場合も、正

確な予測のためにはより多くの影響を考慮した研究が必要とされている [36]。 

高齢林化が進むスギ・ヒノキ人工林における風害の増加が懸念されるが、正確な予測のためには、
台風による風害の発生についてのデータの十分な蓄積や、森林管理のあり様も考慮する必要がある 

[36]。 

北海道において、トドマツオオアブラムシは、1～2℃程度の気温上昇でも被害許容限界以上の危
険地帯の大幅な拡大が予測される [2; 33]。4℃の気温上昇ではトドマツオオアブラムシの世代

数の増加は高温障害により止まるが減少はしないため、積算温度が 45 月度以上では世代数は常

に 5 世代以上であり、高温障害は温暖化による危険地帯の拡大は妨げないと考えられる [33]。 
 ヤツバキクイムシの羽化から成虫脱出までの期間は 18℃以下で著しい遅延がみられ、20℃以

上では温度による違いは小さい。ヤツバキクイムシは、現状北海道のほとんど全域では、年 2 世

代だが、2090 年代には年３世代の地域が４０％に拡大する [33]。 
  ムラサキアツバ 1 世代の温度反応データは、雌雄とも卵から羽化までの発育速度が 25℃ま

で直線的に上昇したが、28℃では高温障害が現れた一方で、発育零点は雄で 7.4℃、雌で 7.5℃

であり、有効積算温度は雄で 930.0 日℃、雌で 912.8 日℃であった [33]。 
 キオビエダシャクの発育速度は 17～26℃で直線的に上昇した。発育零点は約 10℃と熱帯性昆

虫としては比較的低温に強く、最低気温 0℃以上の地域であれば越冬可能 [33]。 

 南根腐病に関する温度試験では、菌は 10℃で成長を停止し 2℃で死滅した [33]。 
3℃の気温上昇でスギ林の蒸散量が 8～18％(65～100mm)増加すると推定されている (34)。 

特用林産物 
（きのこ類等） 

【将来・全国的な影響】 
シイタケの原木栽培において、夏場の気温上昇と病害菌の発生 [41]あるいは子実体（きのこ）の

発生量の減少 [42]との関係を指摘する報告があるが、その根拠は必ずしも明らかではない。その

夏場に 32℃、15 日間の高温処理を行うと、シイタケ子実体（きのこの本体の部分）の発生量の
顕著な減少が見られた [42]。 
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ため、夏場の気温上昇と病原菌の発生あるいはシイタケの子実体の発生量との関連、冬場の気温上

昇によるシイタケ原木栽培への影響 [43; 44]について、正確な予測の為に更なる研究が必要であ

る [45]。 

水産業 

回遊性魚介類 
（魚類等の生態） 

  

増養殖等 
（※内水面含む） 

【将来・滋賀県固有】 

温暖化に伴い、水温上昇や琵琶湖の全層循環の遅れによる深層部の低酸素化が顕著になることに
よる影響として、水温上昇による影響（秋季の河川において、少雨に伴う高温・水量不足によるア

ユやビワマスの産卵が遅れ、ふ化率やふ化仔魚の生残率が低下；春季において、イサザの稚魚発生

量が減少；養鱒場等の飼育施設において、ビワマスなどの冷水性魚類の発眼率、ふ化率が低下、成
熟が遅延）や琵琶湖の全循環の遅れによる影響（深層部の低酸素化によりイサザなどの生息環境が

悪化）が懸念されている [32]。 

 ニコロブナについて、温暖化により琵琶湖の全層循環に遅滞が生じた場合、現在 12 月頃に放流
しているニゴロブナ種苗（全長 120 ミリサイズ）が水温躍層に阻まれてスムーズに琵琶湖深部へ移

動できず、種苗の放流効果が低下する恐れがある。また、ニゴロブナ等コイ科魚類の産卵繁殖場で

あるヨシ帯など浅水域の高水温化による稚魚の成育環境悪化の恐れ [1]。 
 ホンモロコについて、孵化時の 水温が高いと雄の割合が高くなることが実験的に確かめられて

おり、温暖化による水温上昇がホンモロコの性比に影響を与える可能性がある。また、水温上昇は

ホンモロコの産卵期を早期化させることと併せて成育期間が長期化する事により全体として資源
量が増える方向に影響する可能性がある [1]。 

 アユについて、産卵期の河川水温の上昇と水量の不安定化により、産卵開始の遅れと、その後の

早期漁獲 
量が減少する恐れがある。また、温暖化による水温上昇で、水温躍層がどのように変化するかは不

明だが、アユの餌料プランクトンの生産が水温躍層の形成水深の変化から影響を受けることになれ

ば、アユの資源量全体が影響を受ける可能性が高くなる。冬季の水温上昇は、稚魚期のアユの生残
や成長を高める可能性がある。 

 ビワマスについて、温暖化による河川水温の上昇が、孵化率の低下や孵化仔魚の生残率を低下さ

せる可能性がある。また、養鱒場等の飼育施設においては、水温が上昇し、ビワマスなどの冷水性
魚類の生産業務における発眼率、ふ化率に悪影響が出る恐れがある。②冷水性魚類の採卵親魚養成

時に、飼育水温が高温となることによる成熟の遅れ 他県ではすでにニジマスで事例あり）。ビワ

マス稚魚の主なエサであるヨコエビは、日中琵琶湖沖合の底層に生息するため、温暖化により琵琶
湖の全循環が遅延し、底層の酸素濃度が低下することにより、ヨコエビの資源量が影響を受ければ、

ビワマスの資源も影響を受けることが考えられる [1]。 

 イサザについて、イサザでは特に春期の水温上昇により稚魚発生量が減少し、資源量が低下する
ことがわかっている。水温上昇は琵琶湖深底部の貧酸素化を招き、イサザの生息環境を悪化させる

恐れがある。ただし、イサザの生息場所は、水深 50 60m を中心として幅広く分布しており、そ

の影響は限定的である。イサザ成魚の主なエサであるヨコエビは、日中琵琶湖沖合の底層に生息す
るため、温暖化により琵琶湖の全循環が遅延し、底層の酸素濃度が低下することにより、ヨコエビ

の資源量が影響を受ければ、イサザの資源も影響を受けることが考えられる [1]。 

セタシジミについて、肥満度の低下が常態化した場合、親貝１個あたりの産卵量が減少するため、
漁場における再生産力が低下し、資源の維持、回復が困難になることが危惧される。底質が泥の場

合、高水温では仔稚貝の生残率が著しく低下することから、水温上昇によって北湖の比較的深い漁

場や南湖での再生産が困難になる可能性がある [1]。 
【将来・全国的な影響】 

高水温によるワカサギの漁獲量減少も懸念されている [46]。 

 

水
環
境 

水環境 湖沼・ダム湖 
【現在】 

冬季気温の上昇による琵琶湖の全循環の開始時期の遅れ（全循環期間の短期間化）。それに伴う

リンの湖底からの溶出による水質悪化、湖内の生態系への悪影響。 
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・ 
水
資
源 

過去 30 年間の琵琶湖の水温は夏季に有意な水温上昇傾向。 

【将来・滋賀県固有】 

 A1B シナリオを用いた予測では、琵琶湖は 2030 年代には水温の上昇に伴う DO（溶存酸素）の
低下、水質の悪化が予測されている [47; 48]。 

【将来・全国的な影響】 

 同じく A1B シナリオを用いた研究で、国内 37 の多目的ダムのうち、富栄養湖に分類されるダ
ムが 2080～2099 年では 21 ダムまで増加し、特に東日本での増加数が多くなるとする予測も確

認されている [49]。  

【将来・滋賀県固有】 
琵琶湖におけるリン酸態リンの底層濃度も増加すると予測されている [47]。 

【将来・全国的な影響】 

4 つのダムにおけるケーススタディにより、RCP シナリオを用いて貯水池の水質を予測した研究
によれば、水温上昇や降雨の変化等に伴って、ダム貯水池での藻類増殖や底層水質悪化、濁度上昇

の影響が出る可能性が予測されている [50]。 

河川 

【将来・全国的な影響】 
各々の河川に対する水温の将来予測はないが、雄物川における A1B シナリオ 3 を用いた将来の

水温変化の予測では、1994～2003 年の水温が 11.9℃であったのに対して、2030～2039 年では

12.4℃に上昇すること、特に冬季に影響が大きくなることが予測されている [47]。 
A1B シナリオを用いた予測で、2090 年までに日本全国で浮遊砂量が 8～24％増加することや台

風のような異常気象の増加により 9 月に最も浮遊砂量が増加すること (51)、8 月の降水量が 5～

75％増加すると河川流量が 1～20％変化し、1～30％土砂生産量が増加すること [52]などが予測
されている。 

 水温の上昇による DO の低下、溶存酸素消費を伴った微生物による有機物分解反応や硝化反応の

促進 [53]、藻類の増加による異臭味の増雨や雪の降り方の変化による河川流量の変化 [54]等も予
測されている。 

降水量の変動幅の増大に伴い異常洪水や異常渇水が発生し、流量の変動幅が大きくなるととも

に、積雪量や雪解け時期の変化により流量パターンが変化する。また、異常洪水の発生や大規模な
洪水の発生頻度の増加により、土砂・物質の流出量が増加し、水質（濁度）や河床の環境に影響を

及ぼすことが予想される [55; 56]。 

 

沿岸域及び閉鎖
性海域 

  

水資源 

水供給（地表水） 

【現在】 

琵琶湖の渇水の頻発化。水位低下の度合いも上昇。 

【将来・全国的な影響】 
近未来と 21 世紀末の河川流量計算の結果、日本海側北部の多雪地域で、将来は 12～3 月で流量

増加、4～5 月では流量減少が予測され、更にこのような河川流量の季節性の変化度合いを検出し

たところ、日本海側の多雪地帯において河川流況が大きく変化することが予測されている [57]。 
 A1B シナリオを用いた研究では、北日本と中部山地以外では近未来（2015～2039 年）から渇

水の深刻化が予測されている [3]。融雪時期の早期化による需要期の河川流量の減少、これに伴う

水の需要と供給のミスマッチが生じることも予測される [24; 58)。 
 このほか、現時点で定量的に予測をした研究事例は確認できていないものの、渇水による流水の

正常な機能の維持のための用水等への影響、海面上昇による河川河口部における海水（塩水）の遡

上による取水への支障などが懸念される [36]。 

 

水供給（地下水） 

【現在】 
地下水位が低下傾向の地域がある。 

【将来・全国的な影響】 

京都盆地を対象に気候予測モデルを使用し、確率統計的手法を用いて定量的に気候変動が地下水
環境に及ぼす影響を評価する研究が行われているが、地下水流動・水質モデルの精度向上等、評価
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手法の精緻化が課題となっている [59; 60]。 

 渇水に伴い地下水利用が増加し、地盤沈下が生じることについては、現時点で具体的な研究事例

は確認できていない [36]。 
海面上昇による地下水の塩水化、取水への影響が懸念される [56; 61]。沖積平野にある大都市

の灌漑用水は河川水利用が多いことから、地下水塩水化による水源への影響はさほど大きくないと

想定されるが、地下水を利用している自治体では、塩水化の影響は大きくなることが懸念される 
[61]。 

水需要 

【現在】 

農業の高温障害対応による水需要への影響。 
【将来・全国的な影響】 

現時点で、気候変動による影響を定量的に予測した研究事例は確認できていないものの、気温の

上昇による飲料水等の需要増加や平均気温の将来変化により予測される作付け時期の変化に伴う
農業用水の水需要量の変化が懸念される。水質や水量の変化が農作物の品質に影響する可能性も指

摘されており、このような水質等の変化が水需要側に影響を及ぼすことも想定されうる [36]。 

九州で 2030 年代に水田の蒸発散量増加による潜在的水資源量の減少が予測されており、その他
の地域も含め、気温の上昇によって農業用水の需要が増加することが想定される [24]。 

東京では、最高気温が 1℃上昇すると水使用量が 0.7％増加するとの報告がある [62] 

 

自
然 
生
態
系 

陸域 
生態系 

高山帯・亜高山帯 

【将来・全国的な影響】 

高山植物が生育可能な地域（高山帯相当域）の将来変化を評価した研究によれば、21 世紀末に

は RCP2.6 シナリオにおいて、東北地方すべて、中部山岳域のほとんどの高山帯に相当する環境
を持つ地域が消失すると予測されている [57]。 

高山帯・亜高山帯の植物種について、分布適域の変化や縮小が予測されており、例えば、ハイマ

ツは 21 世紀末に分布適域の面積が現在に比べて減少することが予測されている [63]。 
地域により、融雪時期の早期化による高山植物の個体群の消滅や、生育期の気温上昇により高山

植物の成長が促進され、植物種間の競合状態が高まり、低木植物の分布拡大などの植生変化が進行

すると予測されている。 
【将来・全国的な影響】 

高山帯においてのみ製作可能な生物の生息域の縮小や絶滅（例：ライチョウ） [2]の一方で、新

たな外来種の定着 [1]。 

 年平均気温 1℃の上昇で森林限界が 154m 上昇すると仮定し、ライチョウの生息域の変化を試

算した研究によると、年平均気温が 1℃上昇するとライチョウの生息個体数は約 10％、2℃上昇

では約 50％、3℃上昇では約 80％減少すると推定される [64]。 

自然林・二次林 

【将来・全国的な影響】 

ブナ、アカガシなどの冷温帯及び温暖帯林の主要構成種については、現在の分布を説明するモデル

をもとに、温暖化シナリオに沿った将来の分布適域が予測されており、これによると、高緯度、高標
高域への移動に伴い、冷温帯林の構成種の多くで分布適域の減少が予測され、他方、暖温帯林の構成

種の多くで分布適域の移動と拡大が予測されている。ただし、実際の分布は地形要因や土地利用の変

更による分布拡大の制限などにより縮小するという予測もあり、不確定要素が大きい (65; 66; 67]。 
A1B シナリオを用いて常緑樹の分布を予測した研究によれば、2081～2100 年までに常緑樹 10

種（常緑樹 10 種（スダジイ、ツバキ、イスノキ、コバンモチ、ホルトノキ、ガジュマル、アカメイ

ヌビワ、タブノキ、イチイガシ、アラカシ）の潜在分布域（種が分布する可能性がある地域）が、北
部、冷温帯へと拡大する一方で、沖縄ではスダジイとコバンモチの潜在分布域が 23.6～38.1%減少

する (68)。 

ブナ林の分布適域を予測した研究では、高標高、高緯度への移動にともない、2081～2100 年に
は現在の面積が、A2 シナリオで 21％、A1B シナリオで 4％に減少することが示されている。本州

太平洋側では主に夏期の高温と冬期の乾燥がブナ林の分布を制限しているが、A2 シナリオでは一時

的に適域が増加するものの、2081～2100 年には現状の 19～35％に減少し、実際にブナ林かつ適域
である地域は、1～23％に減少する。四国や九州でも主に夏期の高温と冬期の乾燥がブナ林の分布を

制限している。ブナ林は高標高地域にのみ分布するため、現状でも適域面積は狭いが、将来はほぼ消

滅すると予測されている [69]。 
アカガシの気候的な潜在分布域の面積を予測した研究では、現在が 150,542km2 であるが、温暖

化後は A2 シナリオ（RCM20）で 180,411km2、A1B シナリオ（MIROC）で 175,635km2 とな
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り、どちらのシナリオにおいても増加することが予測されている [67]。ただし、土地利用等の分布

拡大の制限を考慮すると、現実の分布面積は縮小するという予測もある (65)。 

ブナをはじめ、冷温帯林から亜高山帯林にかけての構成種については、特に本州中部以西の地域での
分布適域の減少や消失が予測されている。25 種の針葉樹種の分布適域についての将来予測（A2 シ

ナリオ）によれば、80%の樹種が 2100 年までに、現在の分布適域を失い、標高が低い地域では、

分布適域の限界が平均して 293m   
上昇すると予測されている (70)。また、日本全域の現在と温暖化後の 3 次メッシュ気候データ（A2 

シナリオを使用）を当てはめ、チマキザサ節の潜在分布域を予測した結果では、2081～2100 年の

潜在分布域は、本州の低地を中心に減少し、その面積は現在の 67.9%になると予測されている。特
に、九州では、分布適域が完全に消滅し、四国でも石鎚山の 1 セル（約 1km2）を除いて消滅すると

予測されている [71]。 

里地・里山生態系 

【現在】 
ナラ枯れ被害。 

【将来・全国的な影響】 

 里地・里山生態系を構成する景観要素の一つである自然草原の植生帯の分布は、暖温帯域以南で
は温暖化の影響は小さいと予測されている (72)。標高が低い山間部や日本西南部での、アカシデ、

イヌシデなど里山を構成する二次林種の分布適域の縮小や (72)、野生食用植物のうち、感受性の

高い一部の種の生育適地の減少 (73)が報告されている。 
 年平均気温・日射量や土地利用からモウソウチク・マダケの生育に適した環境を推定し、21 世

紀末の分布変化を予測した研究によると、現在は東日本でモウソウチクとマダケの生育に適した土

地の割合は 35%であるのに対し、2 ℃上昇で 51～54%、4 ℃上昇で 77～83%まで増加し、北
限は最大 500km 進んで稚内に到達すると予測されている [74] 

 

人工林 

【将来・全国的な影響】 

気温上昇に伴い蒸散量が増加し、特に降水量が少ない地域で、スギ人工林の脆弱性が増加する 

(34)。さらに、スギの生育が不適となる地域も増加するが、全体に対する面積の割合としては少な
い [35]。 

 MIROC3.2-hi（A1B シナリオ）を用いて予測した 2050 年までの影響を日本全体で見ると、森

林呼吸量が多い九州や四国で人工林率が高いこと、高蓄積で呼吸量の多い 40 から 50 年生の林分
が多いことから、炭素蓄積量および吸収量に対してマイナスに作用する [37]。ただし、当該予測

では、大気中の CO２濃度の上昇による影響は考慮されていないため、スギ人工林生態系に与える影

響予測のためには樹木の生理的応答などさらなる研究が必要である [36]。 
現在より 1～2℃の気温の上昇により、マツ枯れの危険域が(現在被害が及んでいない)青森県の

平野部にまで拡大すると予測されている。マツ枯れに伴い、アカマツ林業地帯やマツタケ生産地に

被害が生じることが懸念される [75]。 

3℃の気温上昇でスギ林の蒸散量が 8～18％(65～100mm)増加すると推定されている (34)。 

野生鳥獣の影響 

【現在】 

［二ホンジカ］暖冬による小雪傾向、冬季死亡率の減少。生息数の急速な増加に伴う下層植生の食害、

それによる山地の裸地化・土壌の流出崩壊。 
イノシシやニホンザルによる被害も増加しているが、気候変動との関係は不明。 

【将来・全国的な影響】 

気温上昇や積雪期間の短縮による野生鳥獣（二ホンジカ等）の生息域の拡大が予測されているが、
研究事例は少数である [36]。 

病獣虫害による森林の荒廃（主要構成樹種の枯損） [1]。 

【将来・滋賀県固有】 
滋賀県では、ニホンザル、ニホンジカ、イノシシ、ツキノワグマ等の野生獣の被害が増加している。

ニホンジカでは、暖冬による小雪傾向・冬季死亡率の減少が指摘されており、今後も生息数が増加す

る可能性がある [1]。 

 

物質収支 
【将来・全国的な影響】 

年平均気温の上昇や無降水期間の長期化により、森林土壌の含水量低下、表層土壌の乾燥化が進
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行し、細粒土砂の流出と濁度回復の長期化、最終的に降雨流出応答の短期化をもたらす可能性があ

る [76]。ただし、状況証拠的な推察であり、更なる検討が必要である。 

森林土壌の炭素ストック量は、A1B シナリオの下で、純一次生産量 11 が 14％増加し、土壌有
機炭素量が 5％減少することが予測されている (77)。 

地温の上昇は冷温帯林の冬期間の可溶性窒素を 17～25％減少させ、結果として可給態窒素量の

減少を引き起こす可能性がある (78) 

淡水 
生態系 

湖沼 

【将来・全国的な影響】 

温暖化により鉛直方向の循環が弱まると、成層期の時期が早まったり、期間が長くなったり、最

悪 1 年を通して循環しなくなる可能性がある。その結果、表層水から湖底に酸素が供給されなく
なり、貧酸素層が発達するため、貝類等の底生生物に多大な影響を与えると予測される。同時に、

底泥からの栄養塩の溶出を促進し、富栄養化を加速することが予想される [79]（ただし、現時点

で日本における影響を定量的に予測した研究事例は確認できていない [36]）。 
室内実験により、湖沼水温の上昇や CO2 濃度上昇が、動物プランクトンの成長量を低下させること

が明らかになっている [80; 81)。 

 

河川 

【将来・全国的な影響】 

大阪湾・淀川の環境要因がアユの遡上に与える影響を検討した研究では、冬季の大阪湾の水温上
昇が遡上数の減少要因となることが報告されている。気候変動を考慮して淀川流域圏の流出解析・

水温解析を行った結果、淀川河口水温は 21 世紀末に 1.43～1.99 ℃上昇し、淀川のアユ遡上数が

減少することが予測されている [82]。 
このほか、積雪量や融雪出水の時期・規模の変化による、融雪出水時に合わせた遡上、降下、繁

殖等を行う河川生物相への影響 (83; 84)；降雨の時空間分布の変化に起因する大規模な洪水の頻

度増加による、濁度成分の河床環境への影響、及びそれに伴う魚類、底生動物、付着藻類等への影
響 (85; 86); 渇水に起因する水温の上昇、溶存酸素の減少に伴う河川生物への影響 [11]等が想定

される。 

［アユ］産卵期の河川水温の上昇や水温の不安定化による産卵開始の遅れ、早期漁獲量の減少 [1]。 
［ビワマス］河川水温の上昇による孵化率の低下や孵化仔魚の生存率の低下 [1]。 

最高水温が現状より 3℃上昇すると、冷水魚が生息可能な河川が分布する国土面積が現在と比

較して約 20％に減少し、特に本州における生息地は非常に限定的なものになる [87]。 

湿原 

【将来・全国的な影響】 

今世紀中に、中～高排出シナリオ（RCP4.5、6.0 及び 8.5）に伴う気候変動の程度や速度は、
湿地を含む陸域や淡水生態系の構成、構造、機能において急激で不可逆的な地域規模の変化が起き

る高いリスクをもたらすことが指摘されている [88]。 

 現時点で予測される影響としては、日本全体の湿地面積の約 8 割を占める北海道の湿地へのえい
きょう；降水量や地下水位の低下による雨水滋養型の高層湿原における植物群落（ミズゴケ類）へ

の影響；及び気候変動に起因する流域負荷（土砂や栄養素）に伴う低層湿原における湿地性草本群

落から木本群落への遷移、蒸発散量の更なる増加、等がある [36]。 

 

沿岸 
生態系 

亜熱帯   

温帯・亜寒帯   

海洋 
生態系 

 
  

生物 
季節 

 

【将来・全国的な影響】 
ソメイヨシノの開花モデルを将来の予測気候に適用して予測した研究によれば、温暖化が進行す

るとソメイヨシノの開花の南限が北上することが示されている。温暖化の進行に従い、ⅰ）まずソ

メイヨシノの生長が早まり、開花日は早くなる（南限を除く）。ⅱ）さらに気温が高まると、休眠
打破の遅れが目立つようになり次第に遅くなる。ⅲ）その後、さらに開花が遅れて結果的に現在よ

りも遅くなる。ⅳ）満開にならない年が発生する。ⅴ）開花しない年が発生する。ⅵ）開花しなく

なる、の過程をたどると考えられる [89]。 
 サザンカの開花の遅れ [90]、キンモクセイの開花の遅れと開花期間の長期化 [91]、ヒノキの成

長期間の長期化 [92]、ウリハダカエデの落葉時期の遅れや落葉しない葉の発生する可能性 [93]、
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落葉樹の着葉期間の早期化 [94]、など様々な予測がなされている。 

個々の種が受ける影響にとどまらず、種間の様々な相互作用も予想されている [11]。 

分布・
個体数
の変動 

 

【現在】 
2014 年に長浜市にてナガサキアゲハが、2011 年に大津市にてミナミアオカメムシが発見され

ている。 

南方系のツマグロヒョウモン（蝶）の増加。 
【将来・全国的な影響】 

分布域の変化やライフサイクル等の変化が起こるほか、種の移動・局地的な消滅による種間相互

作用の変化がさらに悪影響を引き起こす、生育地の分断化により気候変動に追随した分布の移動が
できないなどにより、種の絶滅を招く可能性がある [88; 95)。 

マツ枯れ危険域の拡大、イヌケホシダの分布適域の拡大、南根腐病菌の分布拡大、ムラサキアツ

バの分布拡大、キオビエダシャクの分布拡大、ヤツバキクイムシの分布拡大、及びスギカミキリの
世代更新の促進も指摘されている [36]。 

2050 年までに 2℃を超える気温上昇を仮定した場合、全球で 3 割以上の種が絶滅する危険が
あると予想されている (95)。 

自
然
災
害 
・ 
沿
岸
域 

河川 

洪水 

【将来・全国的な影響】 

A1B シナリオなどの将来予測によれば、洪水を起こしうる大雨事象が日本の代表的な河川流域に

おいて今世紀末には現在に比べ有意に増加し、同じ頻度の降雨量が 1～3 割のオーダーで増加する
ことについて、多くの文献で見解が一致している [87; 96; 97; 98; 99; 100]。 

複数の文献が、洪水を発生させる降雨量の増加割合に対して、洪水ピーク流量の増加割合、氾濫

確率の増加割合ともに大きくなることを示している [36]。ある文献は、降雨量の増加割合に対し、
洪水ピーク流量のそれはおよそ 1.5 倍、河川整備必要量（所定の治水目標に達するのに必要な河川

整備量を表す指標）ではおよそ 10 倍、氾濫確率についてはおよそ 12 倍というように、顕著に増

幅する傾向があることを、国内 109 の一級河川水系の試算に基づく全体的傾向として示している 
[87]。 

豪雨量が河川流域スケールにおいても増大すると、従来の計画の目標治水安全度（一級水系では 

1/100～1/200 の超過確率）に相当する流量を超える洪水外力（超過洪水）の発生頻度が高まり、
目標治水安全度が低下する。加えて我が国の多くの河川において、現状の治水整備レベルは目標治

水安全度に到達していないため、この低下は目標治水安全度への到達を遅らせる、あるいは難しく

することを意味する [2]。 

 

内水 

【将来・全国的な影響】 

現在に至るまでの大雨事象の経年変化傾向と、これまでの 50 年の経年変化傾向（短時間強雨の

強度の増大）を延長して 50 年後に向かって短時間降雨量が増大する可能性を示した文献があり、
内水被害をもたらす大雨事象が今後増加する可能性を示唆している (101)。 

 河川近くの低平地等では、河川水位が上昇する頻度の増加によって、下水道等から雨水を排水し

づらくなることによる内水氾濫の可能性が増え、浸水時間の長期化を招くと想定される [3; 102]。 
都市部には、特有の氾濫・浸水に対する脆弱性が存在するため、短時間集中降雨が気候変動影響

により増大し、そこに海面水位の上昇が重なれば、その影響は大きい。大雨の増加は、都市部以外

に農地等への浸水被害等をもたらすことも想定される [103]。 

 

沿岸 
海面上昇   

高潮・高波   

海岸浸食   

山地 
土石流・地すべり
等 

【将来・全国的な影響】 

降水量や地盤情報より斜面崩壊発生確率を推計するモデルを用いて将来の日降水量（年最大日降
水量）における斜面崩壊発生確率を複数の気候モデル・シナリオ別に算定した結果、21 世紀末の

RCP8.5 シナリオにおける斜面崩壊は、都市近郊の丘陵地に大きな被害をもたらすと予測されてい

る [39; 104] 
 降雨強度が 1.2 倍程度になった場合、一定区域内での斜面崩壊数は 1.8 倍程度に増加、崩壊発

生のタイミングも早くなる。また、累積雨量が 400 mm を超過するケースが増えると、地下水位

累積雨量が 400 mm を超過するケースが増えると、地下水位上昇の影響を受けて深層崩壊発

生の危険度が高まる。 
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上昇の影響を受けて深層崩壊発生の危険度が高まる。土砂生産の素因や長期土砂流出傾向に関して

は、現象をより激しくする作用と抑制する作用の両者が複雑に影響するため、定量的な評価は困難

であるが、降雨規模の増大に応じて崩壊規模・頻度も大きくなることと、危険性の高い地域が現状
とは異なってくる可能性があることに注意を要する [105; 106]。  これまでの土砂災害は深層崩

壊によるものも発生しているが表層崩壊によるものが多かった。しかし、今後、総降雨量の大きな

降雨頻度の増大により深層崩壊が増えると大規模な崩壊による被害に加え、それが河川を堰き止め
天然ダムを形成し、その後決壊すると下流に甚大な洪水災害をもたらす。また、広範囲に同時多発

する表層崩壊・土石流の発生頻度の増加も予想される。これらの崩壊により供給された大量の土砂

は河床上昇を引き起こし、二次災害や下流の貯水池堆砂の急速な進行をもたらす。さらに、深層・
表層崩壊の増加にともない流木量が増加し、家屋等への直接的被害、橋梁部等への集積・閉塞が洪

水氾濫の新たな原因となる可能性がある [107]。 

その他 災害全般、強風等 

【将来・全国的な影響】 
A1B シナリオ用いた研究では、近未来（2015～2039 年）から気候変動による強風や強い台風

の増加等が予測されている [108]。 

 日本全域で 21 世紀末（2075～2099 年）には 3～5 月を中心に竜巻発生好適条件の出現頻度
が高まることも予測されている [52]。 

過疎化、高齢化が進む中山間地域において、管理の放棄等により森林の荒廃が進む中で、降水量

や短時間降雨強度の増加、台風の激化等による、風倒木災害の増大が懸念されている [56]。 

 

健
康 

冬季の
温暖化 

冬季死亡率 
【将来・全国的な影響】 

2030 年代、全死亡数に占める低気温関連死亡割合の減少 [109]。 
 

暑熱 

死亡リスク 

【将来・全国的な影響】 

21 世紀半ば（2031～2050 年）の RCP8.5 シナリオにおいては、現状（1981～2000 年）と
比較して、熱ストレスによる超過死亡者数も全国的に 2 倍以上増加することが予測されている 

[2]。 

東京を含むアジアの複数都市では、夏季の熱波の頻度が増加し、死亡率や罹患率に関係する熱ス
トレスの発生が増加する可能性があることが予測されている (110)。 

RCP2.6 シナリオの場合であっても、熱ストレス超過死亡数は、年齢層に関わらず、全ての県で

2 倍以上になるとする報告もある [55]。 

 

熱中症 

【将来・全国的な影響】 
21 世紀半ば（2031～2050 年）の RCP8.5 シナリオにおいては、現状（1981～2000 年）と

比較して、熱中症による搬送者数が全国的に増加し、特に東日本以北で 2 倍以上に増加すること

が予測されている [2]。 
将来における気候変動の主要なリスクの一つとして、特に脆弱な都市住民及び都市域又は農村域

の屋外労働者についての、極端な暑熱期間における死亡及び罹病のリスクが挙げられている [88]。 

一方、国内では、労働効率への影響等、気候変動の臨床症状に至らない健康影響についての報告は
少ない [36]。 

東京では、2070 年代までに暑さ指数（WBGT）の厳重警戒レベルを超える時間が増加し、日中の

全時間の 62%で野外での激しい運動が制限され水準になる。名古屋や大阪における将来の日中気
温は東京のそれよりも不快になることが示されている (111)。 

 

感染症 

水系・食品媒介性
感染症 

【将来・全国的な影響】 

気候変動による水系・食品媒介性感染症の拡大が懸念されるが、現時点で研究事例は限定的にし
か確認できていない [36]。 

海水表面温度が 20℃以上になるとビブリオ・バルニフィカス菌の検出数が増加する [3]。 

カンピロバクターのコロニー形成と気温の正の関連が指摘されている (112) 

節足動物媒介感
染症 

【現状】 

滋賀県内でもセアカゴケグモが発見されている（気候変動との関係は不明）。 

滋賀県内でのデング熱の国内感染症例は発生していない。 
【将来・全国的な影響】 

 ヒトスジシマカの将来における分布予測によれば、その分布域は 21 世紀末には北海道東部と高

標高地を除いた日本全土へと広がり、分布域が国土全体に占める割合は、21 世紀末の RCP8.5 シ

ヒトスジシマカの生息域の北限は年平均気温 11℃以上の地域とほぼ一致 [2]。 



 
 

 

分

野 
大項目 小項目 

気候変動による主な影響 

（現在・将来） 
影響を与えると想定される気候要因 

ナリオでは、国土全体の約 75～96%に達する（現状は約 40％）と見込まれる [55]。ただし、分

布可能域の拡大が直ちに疾患の発生数の拡大につながるわけではない。 

その他の感染症 
【将来・全国的な影響】 
 インフルエンザ [113]、感染性胃腸炎 (114)とも気温の上昇に伴い、季節性の変化や発生リス

クの変化が起こり得るが、文献が限られており定量的評価が困難である。 

 

その他  

【将来・全国的な影響】 

都市部での気温上昇によるオキシダント濃度上昇に伴う健康被害の増加が想定される [115]。た
だし、今後の大気汚染レベルによっても大きく左右される。 

極端現象として豪雨が増え、合流式下水道越流水による閉鎖水域の汚染が頻繁になった場合、下

痢症の増加に結びつく可能性がある [116]。 
労働効率への影響等、気候変動の臨床症状に至らない影響について、国外では報告があり、IPCC 第

5 次評価報告書にも採り上げられている。一方で、国内では報告が少ない [36]。 

 

産
業 
・ 
経
済
活
動 

製造業  

【将来・全国的な影響】 
気候変動が製造業や商業に直接影響を及ぼすメカニズムについては、平均気温の上昇が企業の生

産・販売過程や生産設備立地場所の選定に影響を及ぼすこと [117]、長期的に起こり得る海面上昇

が生産設備等に直接的・物理的な被害を与えること [118]、さらに、気候の変化が、季節性を有す
る製品の売上げや企業の販売計画に影響を及ぼすこと [119]等がある。 

 最も大きな海面上昇幅を前提として、2090 年代において海面上昇により東京湾周辺での生産損

失額は、沿岸対策を取らなかった場合、製造業にも多額の損失(約 8 兆円)が生じるとしている研究
がある [118]。 

新たなビジネスチャンスの創出（但し、研究事例は限定的）。 

 

エネル
ギー 

エネルギー需給 

【将来・全国的な影響】 

気候変動によるエネルギー需給への将来影響を定量的に評価している研究事例は限定的であるが、
現時点の知見からは、エネルギー需給への影響は大きいとは言えない [36]。 

気温上昇によるエネルギー消費への影響として、産業部門や運輸部門での変化はほぼ無い、家庭部門

では減少（気温が 1℃上昇すると家庭でのエネルギー消費量は北海道・東北で 3～4％、その他の地
域で 1～2％減少）、サービス業等の業務部門では増加(気温が 1℃上昇すると業務部門では 1～2％増

加)、家庭・業務部門を併せた民生部門全体では大きな影響は無い（または地域によっては減少）、等

が予測されている [120; 121] 

 

商業  

【将来・全国的な影響】 

アパレル業界では、気候変動は季節性を有する製品の売上、販売計画に影響を与えうると指摘する研

究がある [119]。 
海外でのアパレル、ホテルなどの企業が、今後気候変動に関連して生じる自社への影響やそれに伴う経

済損失を試算し、評価した例がある。アパレルでは気候変動による綿花の収穫減少と綿花価格の上昇、

異常気象による消費行動の変化に起因するビジネスへの打撃が、ホテル業界では平均気温の変化による
光熱費の増加が、小売では異常気象に起因する店舗の閉鎖等の影響が試算されている (122)。 

 

金融・
保険 

 

【将来・全国的な影響】 

 保険会社では、従来のリスク定量化の手法だけでは将来予測が難しくなっており、今後の気候変

動の影響を考慮したリスクヘッジ・分散の新たな手法の開発を必要としているとの報告や、自然災
害とそれに伴う保険損害が増加し、保険金支払額が増大すると予測され、再保険料の増加を予測す

る報告がある [123]。 

 沖縄を除く日本全土を対象に、気候変動による稲作不良に対する保険金支払額の影響評価を行
い、政府の稲作不良への保険金支払い額は、日本全体で、2070 年代に 1990 年代の支払額の 87%

に減少すると予測した研究がある。これは、冷夏が減少するためである。北海道、東北地方で支払

い額が減少する一方で、関東、北陸、近畿地方で支払額が増加すると予測している (124)。 

― 

観光業 レジャー 
【現在】 

びわ湖花火大会開催時の熱中症搬送者数（但し、当日の天候に左右されるため経年変化の特定は

 



 
 

 

分

野 
大項目 小項目 

気候変動による主な影響 

（現在・将来） 
影響を与えると想定される気候要因 

困難）。【将来・全国的な影響】 

風水害による旅行者への影響。 

自然資源（森林、雪山、砂浜、干潟等）を活用したレジャーへの影響（但し、研究事例は限定的）。 
交通の遮断や観光施設等への被害による観光客数の減少。 

琵琶湖の水質悪化により、観光素材としての琵琶湖のイメージ低下。夏季の観光快適度低下。 

建設業  
【将来・全国的な影響】 

洪水によるインフラ等への被害による影響。 

極端現象による建設工事現場の被害（ただし、研究事例は限定的）。 

 

医療  
【将来・全国的な影響】 

気温の上昇、災害リスクの増加、渇水の増加による影響が想定される。断水や濁水の人工透析への影
響。 

 

その他 
その他 
(海外影響等） 

【現在】 

豪雨や台風の影響により、琵琶湖の定期かつ長期的なモニタリングデータの蓄積に支障。 
タイ・チャオプラヤ川の洪水で日系企業にも損害。 

 

国
民
生
活 
・ 
都
市
生
活 

都市イン
フラ・ 

ライフラ
イン等 

水道・交通 

【現在】 

2013 年の台風の被害では上水道施設が水没して機能停止。 

【将来・全国的な影響】 
短時間強雨や渇水等の頻度が増加すれば、インフラ・ライフラインに影響。 

 

文化・歴
史などを
感じる暮

らし 

生物季節、伝統行
事・地場産業等 

【現在】 

さくらの開花日が 50 年あたり 3.8 日の割合で早期化（彦根地方気象台観測）。 
【将来・全国的な影響】 

西南日本ではさくらの開花日の遅れ、および満開期間の短期化。 

花見ができる日数の減、さくらを観光資源とする地域への影響。 
動植物の生物季節の変化。 

 

その他 
暑熱による生活
への影響等 

【将来・全国的な影響】 

ヒートアイランド。熱ストレス・熱中症リスク増大。 
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